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　返還後 50 年となる 2047 以降、香港特別行政区の政治制度がどのよ
うになるかについて、「基本法」には全く規定がない。その頃、今の





















IT 化検討会」によって、e 提出、e 事件管理、e 法廷という、いわ
ゆる「3つの e」が提案されている。
　５．民事訴訟手続の IT 化を実現する上で、とくに考えておかな
ければならないこととして、以下の問題を指摘し、その内容につき
検討を加えた。すなわち、①裁判を受ける権利との関係で、ITリテ
ラシーに乏しい者の保護をいかにするか、② IT 化により、訴えの
提起が容易になることとの関係で、濫訴の防止をいかにするか、③
情報セキュリティーのシステムをどのようにに構築するか、④電子
送達に際しての問題点、⑤電子記録と裁判官の独立性との関係、⑥
とくに e 法廷との関係で、公開主義、口頭主義、直接主義、弁論主
義といった、民事訴訟法の基本原則との折り合いをいかに付けるか、
といった諸点である。
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改正民法における動機錯誤と錯誤のリスク負担
古　谷　英　恵
　民法上の錯誤要件に内在する問題として伝統的に、①錯誤要件の構
成及び「動機錯誤」の判断基準、②「動機錯誤」を顧慮する追加的要
件、③「要素」概念の判断基準、が論じられてきた。今般の民法改正は、
上記の問題に対して一定の解決を示したものの、依然として多くの議
論を包含している。
　上記の問題を解決するために、従来、英米契約法は、異なる法系に
属することを理由に比較法的検討の対象とされることは稀であった。
しかしながら、英米契約法上の錯誤法理は大陸法に由来する意思理論
を基に形成されたことから、大陸法における錯誤法理と多くの問題を
共有するものである。そして、アメリカ契約法は、その後、独自の視
点からリスク負担という錯誤要件を確立したことから、その判断基準
を考察することにより、我が国の理論状況を整理・考察する新たな指
標を得ることができると思われる。
　以上のような観点から、本稿では第一に、今般の民法改正によって
示された錯誤要件とそこにおける学説を整理することで、我が国の錯
誤要件をめぐる問題の所在を再確認したうえで、第二にアメリカ契約
法上の錯誤法理におけるリスク負担要件の生成過程とその機能を概
観した後、日米両法における錯誤要件を比較することで、問題解決の
アプローチの異同について考察し、最後に我が国の今般の民法改正で
示された錯誤要件の解釈に対してもたらしうる示唆について述べる
こととする。
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要　旨
